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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２９年９月１日（平成２９年（行情）諮問第３５９号） 

答申日：平成３０年５月１５日（平成３０年度（行情）答申第５５号） 

事件名：特定国会議員のワシントン訪問日程等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

以下の２文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その一部を不

開示とした決定について，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分は，

不開示とすることが妥当である。 

文書１ 特定国会議員ワシントン訪問御日程 

文書２ 国会議員に対する便宜供与実施報告 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成１８年６月２０日付け情報公開第

０１８７９号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）

が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，原処分の取

消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

 （１）異議申立書 

ア 情報開示請求 

  異議申立人は，平成１８年４月１３日，処分庁に対して，法に基づ

き，平成１２年２月に特定国会議員が訪米した際に，在米日本大使館

が行った全ての会食および供応に関する支出証拠，計算証明書と関す

る計算書等一切及び会食の目的趣旨を記載した文書の開示請求をした。 

処分庁は平成１８年５月１０日に情報公開請求を２件に分割する補

正を要求し，異議申立人は同月１６日に情報公開請求書を２件にす

る補正を行った。 

   イ 開示決定等通知 

処分庁は，平成１８年５月２２日，法１０条２項による決定期限の

延長を行った。その後処分庁は平成１８年６月２０日に次のように

本件処分を行った。 

（ア）支出根拠，計算証明に関する計算書等一切については存否応答拒

否 

（イ）目的趣旨を記載した文書を処分庁は２文書とし 
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ａ 訪問日程については部分開示 

ｂ 便宜供与実施報告については不開示 

   ウ 異議申立ての理由 

異議申立人は処分庁に対して別途に，「平成１１年度在米日本大使

館国会議員便宜供与ファイル」の開示等決定に対して異議申立てを

行っており，情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」とい

う。）が，平成１７年８月２５日に答申（第２３８号）を行い，こ

れに基づいて処分庁が平成１８年６月１３日付けで行政文書を開示

した。 

本件処分に係る情報公開請求は，この答申および開示文書のうち文

書２の特定国会議員について明らかになった，平成１１年２月に同

議員訪米の際に在米大使館が費用を負担した会食供応について，そ

の支出決裁文書及び目的趣旨を記載した文書を請求したものである。 

在米大使館が公費を支出して負担した同議員に対する会食供応に係

る，支出決裁文書，訪問日程及び便宜供与実施報告は全て開示すべ

きであり，本件処分の取消しを求めるものである。 

（ア）支出決裁文書の存否応答拒否処分について（以下略） 

   （イ）訪問日程の部分開示処分について 

答申とそれに従って今回開示された懇談・夕食会以外にも，開示

文書の詳細日程のうち墨塗りされた箇所に，大使館が費用を負担し

た接待供応が何件かあることが推認できる。これらの接待供応の日

時・場所・同席同行した大使館職員を不開示とすることは，前述の

理由により不当違法であり，処分を取り消すべきである。 

   （ウ）便宜供与実施報告の不開示処分について 

上記アで述べたように，答申は大使館が公費を支出して行った懇

談・夕食会について，その目的・趣旨を審査で詳しく調べ，公務性

があること，不開示とする理由がないことを明らかにしている。処

分庁は開示決定等通知に当たって，異議申立人の情報公開請求に対

して，便宜供与実施報告なる文書を特定した。この文書を全面不開

示とすることは答申の趣旨に反し，不当違法であり処分を取り消す

べきである。 

 （２）意見書 

ア 異議申立ての対象文書は，支出決裁文書と趣旨目的文書である。 

異議申立人は，平成１２年２月に特定国会議員が訪米した際に，在

米日本大使館が行った全ての会食および供応に関する，支出証拠，

計算証明に関する計算書等一切及び趣旨目的を記載した文書の情報

公開請求をし，平成１８年４月１３日付けで受理された。 

諮問庁の補正要求により，同年５月１６日に情報公開請求を２件に
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分割する補正を行った。異議申立てに係る行政文書は，平成１８年

６月２０日付けの次の２件の行政文書である。 

（ア）支出決裁文書（開示請求番号２００６－００５５８) 

（イ）趣旨目的を記載した文書（開示請求番号２００６－００６２９) 

イ 諮問庁は支出決裁文書を諮問から外している。（以下略） 

   ウ 存否応答拒否処分取消訴訟の確定判決を受けた支出決裁文書の開示

はない。（以下略） 

   エ 存否応答拒否訴訟は，外務省全面敗訴，会合会食場所開示である。

（以下略） 

オ 開示した支出決裁文書は，会合会食場所・領収書が黒塗りである。

（以下略） 

カ 会合会食場所は審査会答申が開示を指示し，すでに開示されている。

（以下略） 

キ 外務省は支出決裁文書と便宜供与実施報告を速やかに開示すべきで

ある。（中略） 

また，本件異議申立てに係る趣旨目的を記載した文書のうち，便宜

供与実施報告について諮問庁は，理由説明書下記第３の３（２）で

ファックス番号以外を今般開示するとしているが，この開示の時期

について，異議申立人が諮問庁に問い合わせたところ，「今回の審

査会で答申が出た後に追加開示する予定」と回答した。これも不当

である。 

諮問庁はこれら支出決裁文書と便宜供与実施報告を，審査会への諮

問及び審査会の審査と関わらせることなく，速やかに開示すべきで

ある。 

ク 本件の処分に関する判断は現時点で行うべきである。 

本件異議申立ては平成１７年８月１７日に外務省に対して行ってい

るが，外務省は特段の事情なく，約１１年後の平成２９年９月６日

（原文ママ）に審査会に諮問を行った。 

法の趣旨からして，処分庁は直ちに審査会に諮問することが前提と

なっているところ，専ら行政庁の怠慢により約１１年も諮問を行わ

なかった。本件で「処分時説」を適用し，事の当否を判断するのは

著しく不当である。現時点での開示の当否を判断されたい。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

外務省は，平成１８年４月１３日付けで受理した異議申立人からの開示

請求「平成１２年２月に特定国会議員が訪米した際に，在米日本大使館が

行った全ての会食の目的趣旨を記載した文書」に対し，２文書を特定の上，

１文書を部分開示，１文書を不開示とする原処分を行った（平成１８年６
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月２０日付け情報公開第０１８７９号）。 

これに対し，異議申立人は，平成１８年８月１７日付けで原決定の取消

しを求める旨の異議申立てを行った。 

２ 本件対象文書について 

本件異議申立ての対象となる文書は，「特定国会議員ワシントン訪問御

日程」（文書１），及び「国会議員に対する便宜供与実施報告」（文書

２）の２文書である。 

３ 不開示とした部分について 

（１）文書１には，平成１２年２月２日から６日まで特定国会議員がワシン

トンを訪問した際の日程が記載されている。不開示部分の特定にあたっ

ては，異議申立人が平成１４年３月１２日に開示請求を行った「平成１

１年度在米日本大使館国会議員便宜供与ファイル」の決定について，右

を不服として平成１５年２月１３日に異議申立てを行った事案に対し，

平成１７年８月２５日付けで審査会が，国会議員の公式日程以外に関す

る情報のうち，「大使館主催昼食会，公使主催昼食会，公使との懇談，

参事官主催夕食会の日程，場所に関する情報の不開示情報該当性につい

ては，（中略）法５条６号には該当せず，同条１条ただし書イに該当す

るものとして，開示すべきである。」との答申（平成１７年度（行情）

答申第２３８号）を行ったことから，右答申を踏まえて対応したもので

ある。文書１において不開示とした部分のうち，１枚目２５行目及び２

６行目の日程については，公式日程に該当しない上，個人的な嗜好や人

間関係に係る個人に関する情報が含まれているため，公にすることによ

り，個人の権利利益を害するおそれがあることから，法５条１号に基づ

き不開示とした。また，その他の不開示部分についても，公式日程以外

に関する情報であり，公にすることにより個人の権利利益を害するおそ

れがあるほか，これらの日程については相手国との意見交換や情報収集

を行うに当たり公にしないことを前提として実施されたものであり，公

になれば他国との信頼関係が損なわれ，ひいては在外公館の適正な事務

の遂行にも支障を来すおそれがあるため，法５条１号，３号及び６号に

基づき不開示とした。 

（２）文書２については，改めて精査した結果，在米国日本国大使館の非公

表かつ現在も使用中のファックス番号については，公にすることにより，

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号に該当

し，不開示とするが，その余の不開示箇所については，開示可能な情報

と認められることから，今般開示することとする。 

４ 異議申立人の主張について 

（１）文書１について異議申立人は，上記３（１）の答申に従って今回開示

された懇談・夕食会以外にも，開示文書の詳細日程のうち黒塗りされた
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部分に，大使館が費用を負担した接待供応が何件かあることが推認でき

るとした上で，大使館が費用を負担する限り，これらの接待供応の日

時・場所・同席同行した大使館職員にとっては，それは公務性のある業

務であり，当該職員を不開示とすることは，不当違法であり，原処分を

取り消すべきと主張する。 

しかしながら，本件に関連して異議申立人から請求のあった，平成１

２年２月の特定国会議員の訪米に際して在米日本大使館が行った全ての

会食及び供応に関する支出証拠，計算証明に関する計算書等一式に係る

開示請求（２００６－００５５８）において，平成１９年９月２０日に

なされた東京地裁裁判（平成１８年（行ウ）６９４）及び平成２０年５

月２９日になされた東京高裁判決（平成１９年（行コ）３４５）を受け，

当省はこれらの日程を含む特定国会議員の訪米日程に係る証拠書類及び

計算証明に関する計算書等一式については開示済みである。したがって，

不開示箇所に大使館が費用を負担した接待供応があることが推認できる

という異議申立人の主張にはもはや理由がなく，原処分を維持すること

が妥当である。 

（２）また，文書２について異議申立人は，上記３（１）の答申は大使館が

公費を支出して行った懇談・夕食会（注：特定日に行われた公使との懇

談及び参事官主催夕食会を指す）について，その目的・趣旨を審査で詳

しく調べ，公務性があること，不開示とする理由がないことを明らかに

しており，本件情報公開請求の対象として特定された文書２を全面不開

示とすることは答申の趣旨に反するとして，原処分の取消しを求めてい

る。しかしながら，上記３（２）のとおり，今般新たに追加開示を実施

することにより，異議申立人の主張にはもはや理由がない。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，外務省としては，文書１について，原決定を維持

することが適当であると判断するとともに，文書２については，在米国日

本大使館のファックス番号のみ法５条６号に基づき不開示とし，その余の

部分は開示することとする。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年９月１日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１０月１０日    審議 

   ④ 同月３１日       異議申立人から意見書を収受 

   ⑤ 平成３０年４月１７日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年５月１１日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 
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 １ 本件対象文書について 

本件対象文書は，文書１及び文書２である。 

諮問庁は，本件対象文書の不開示部分のうち，上記第３の３（２）に掲

げる部分は開示するが，その余の部分については法５条１号，３号及び６

号に該当し，なお不開示とすべきとしていることから，以下，本件対象文

書の見分結果に基づき，不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）個人に関する情報について 

  ア 懇談等の相手方の氏名等 

文書１の１枚目の９行目，１０行目，２１行目，２４行目，３１行

目及び３２行目並びに２枚目の１行目の不開示部分には，特定国会

議員が懇談及び会見等を予定していた相手であるところの団体関係

者の氏名等が記載されており，法５条１号本文前段の個人に関する

情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当する。 

法５条１号ただし書該当性について，当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ，諮問庁からは，上記不開示部分に係る日

程については，特定国会議員個人の人間関係に基づき公にしないこ

とを前提として行われるもの，又は，懇談が行われること自体は公

にするものの懇談の具体的な相手方の氏名までは公にしないことを

前提に行われるものであるとの説明があった。 

上記の諮問庁の説明を踏まえれば，当該部分における懇談等の相手

方の氏名等については，法５条１号ただし書イの法令の規定により

又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情報

であるとは認められず，同号ただし書ロ及びハに該当すると認める

べき事情も存しない。 

また，当該部分は，いずれも特定の個人を識別することができるこ

ととなる記述等の部分であり，法６条２項に基づく部分開示もでき

ない。 

したがって，当該部分は，法５条１号の不開示情報に該当し，同条

３号及び６号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。  

イ 特定国会議員の公式日程以外に関する情報 

文書１の１枚目の１９行目，２０行目，２５行目，２６行目及び３

４行目並びに２枚目の６行目の不開示部分には，特定国会議員の公

式日程に該当しない当該国会議員の個人的な情報が記載されており，

法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，当該情報に含ま

れる氏名その他の記述により特定の個人を識別することができるも

のに該当する。 
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当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から

は，上記不開示部分については，公式日程以外に関する情報であっ

て公にしないことを前提としたものであるとの説明があった。 

以上を踏まえれば，当該部分は，いずれも，法５条１号ただし書イ

の法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報であるとは認められず，同号ただし書ロ及びハ

に該当すると認めるべき事情も存しない。 

また，本件対象文書においては特定国会議員の氏名が開示されてい

ることから，法６条２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条３号及び６号

について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（２）我が国政府機関の非公表のＦＡＸ番号について 

文書２の不開示部分には，国の機関の非公表のＦＡＸ番号が記載され

ている。 

当該部分は，これを公にすることにより，緊急用及び部外との連絡用

の連絡先が明らかとなって，いたずらや偽計等に使用されることにより，

国の機関が必要とする際の緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，

国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる

ので，法５条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

 ４ 付言 

本件諮問は，異議申立て後，約１１年が経過してから行われていること

につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁か

らは，本件諮問に際して事実関係を確認するのに時間を要したとの説明が

あった。しかしながら，本件異議申立ての趣旨及び理由に照らしても，諮

問を行うまでにこれほどまでの長期間を要するものとは到底考え難く，本

件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。 

このような対応は，「簡易迅速な手段」による処理とはいえず，行政不

服審査制度の存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。諮問

庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における処理に当

たって，迅速かつ的確な対応が強く望まれる。 

 ５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，３号及

び６号に該当するとして不開示とした決定については，諮問庁がなお不開

示とすべきとしている部分は，同条１号及び６号柱書きに該当すると認め

られるので，同条３号について判断するまでもなく，不開示とすることが



 

 8 

妥当であると判断した。 

（第２部会）  

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 


